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1．本資料目録に関して

　本資料目録は、日本陶磁器輸出組合の後継団体である日本陶磁器産業振興協会が所蔵している輸

出組合関係の一次資料のうち、2008年度に筆者が撮影によって収集した資料で第一次の目録では掲

載することのできなかったものである。

　今回の目録に採録されている資料は、主として対東南アジア関係の部会および委員会等の資料で

あり1、1953年から1955年のものが中心である。この時期の陶磁器輸出は北米とアジアが2大市場

であった。北米市場には主に「白素地」＝ディナーウェアと呼ばれる白色の磁器製品が輸出されて

おり、これは日本陶器などの少数の大手企業によって担われていた。これに対して瀬戸や美濃の中

小の陶器生産業者が生産する「並素地」と呼ばれる普通陶器製品は主として東南洋アジア地域に輸

出された。なお、北米市場においてこれら「並素地」製品は、現地生産業者と競合し、摩擦を惹起

するとして日本側の輸出カルテルにより排除されていた。

　この時期のアジア向け輸出は、戦前以来日本の並素地業者にとって大きな市場をなしていたイン

ドネシア（戦前の蘭領印度）への輸出が同国の外貨不足のために急激に悪化したためその対策に追

われる状況にあった。そもそも、戦前において重要市場であった植民地市場を喪失し、共産化によ

り大陸市場が縮小した結果、戦後は中小陶磁器業にとって東南洋アジア市場の重要性は一層高まっ

ていた。そのため、このような市場閉塞は、滞貨の激増など深刻な事態を引き起こし、滞貨処理機

関の設置、一元的販売機関の創設、輸出入取引法に基づく輸出カルテルの実施、陶磁器を賠償品目

として指定するよう求める陳情の実施など、陶磁器業界はその対応に苦慮するところとなった。本

目録の資料は、その様子が窺われる貴重な資料である。

　また、このようなアジア市場の閉塞は、「並素地」業者の北米市場への参入の試みを派生させて、

1 調査の概要に関しては、拙稿「輸出組合関係資料の賦存状況調査報告」（静岡大学『経済研究』13巻3号、2008年12月）
および拙稿「「日本陶磁器輸出組合」関係資料仮目録（第一次）」（静岡大学『経済研究』14巻1号、2009年7月）
を参照されたい。
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いわゆる「バンブー・チャイナ騒動」の背景ともなっていった。「バンブー・チャイナ騒動」とは、

1954年（昭和29年）に、以前から輸出カルテルによって輸出が規制されていた北米市場に対して、

美濃の並素地業者の一部が、規制にぎりぎり抵触しない形で低品位の食器を大量に輸出しようとし

たために、従来よりディナーウェアを北米市場に輸出していた「白素地」企業との間で紛議が起こり、

ついには陶磁器業界全体や政界までをも巻き込んでの大騒動となった事件のことである。この騒動

については、すでに、三井弘三『概説近代陶業史』1979年および小出種彦『永井精一郎伝』1974年

などでかなり詳しく紹介されている。筆者は、現在、北米市場に対する陶磁器の輸出カルテル規制

についてその性格と意義に関する論考を作成中であり、この「バンブー・チャイナ騒動」の過程の

関してもそこで一次資料にもとづいてより詳細に明らかにする予定である。

　なお、筆者は、2009年6月に日本陶磁器輸出組合資料に関して再調査を行なった。その結果判明

した日本陶磁器輸出組合資料の全体のボリュームは以下の通りである。

　

総会議事録 ・・・14冊 総代会議事録 ・・・12冊

理事会議事録 ・・・26冊 申請・届出書 ・・・54冊

役員に関する書類 ・・・9冊 部会・委員会報告書、議事録・・・75冊

組合加入書類 ・・・17冊 豪州食器等関税問題 ・・・8冊

豪州タイル輸入制限問題・・・9冊 円高対策 ・・・2冊

陶工会関係書類 ・・・1冊 タイル規制関係 ・・・9冊

JPEAニューズレター ・・・25冊 総合協定 ・・・2冊

バンブー・チャイナ ・・・1冊 輸出組合経理関係 ・・・約100冊

その他種類綴り ・・・93冊 ＜以上総計　約500冊＞

　　　この他に領収書、請求書綴り多数あり

　現在、本資料を所蔵している日本陶磁器産業振興協会において、今後の保存について検討中であ

るとのことである。日本の陶磁器業界の規模はこの20年間で大幅に縮小したため、このような資料

の継続的な保存には財政的にかなりの困難が生じてきている。また、日本陶磁器輸出組合時代から

長年にわたって勤務し資料の保存に尽力してきた人材も高齢化が進み、今後の本資料の帰趨につい

ては大きな不安があるというのが率直な状況である。戦後の業界団体の活動を伝える貴重な一次資

料であるだけに永久的な保存に向けた業界内外の努力・協力が求められるところである。
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